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■横浜市地域福祉保健計画 

・社会福祉法に基づき地域福祉の推進

を達成するための計画 

■横浜市防災計画「震災対策編」 

・災害対策基本法に基づく地域防災

計画 
・中期的な減災目標を達成するため

のアクションプランとして横浜市

地震防災戦略を策定 

■横浜市環境管理計画 
・横浜市環境の保全及び創造に関する基本

条例に基づく本市の環境に関する総合計画

■横浜市地球温暖化対策実行計画 

・地球温暖化対策の推進に関する法律

に基づき、市域の温室効果ガス削減を

進めるため、市民、事業者、市役所が

相互に連携・協働し取り組む計画 

■横浜市中期４か年計画 
・本市が目指すべき都市像の実現に向け

た政策や工程を具体化する４か年計画

■横浜市環境未来都市計画 
・環境問題や超高齢化への対応など、

様々な社会的課題を解決する成功事

例の創出・普及展開を目指す「環境

未来都市構想」を推進する計画 

防災 

環境 

福祉 

再生可能エネルギー

再生可能エネルギー等導入推進基金事業計画書（全体計画書） 

（事業計画の概要） 

計画の名称 横浜市再生可能エネルギー等導入推進基金 

事業の実施期間 平成 25 年度～平成 27 年度 交付対象 横浜市、民間事業者 

各種計画への位置づけ、その名称等  

１ 横浜市中期４か年計画（平成 22 年度策定、平成 22(2010)年度～平成 25(2013)年度） 
本市が目指すべき都市像（『安心と活力があふれるまち・横浜』）の実現に向けた政策や工程を具体化する４か年計画である。本計画内の、「横浜版成長戦略－

戦略１ 環境最先端都市戦略」において再生可能エネルギー等の導入により、市内企業のビジネスチャンスを拡大し、大企業から市内企業まで広範な市場拡大に

つなげることを掲げている。 
また、「基本政策４ 環境行動の推進」において、地球温暖化対策をエネルギー対策としても位置付け、市民・事業者・行政が連携した再生可能エネルギーの積

極導入を掲げている。 
 
２ 横浜市環境未来都市計画（平成 24 年 5 月策定） 
  本市は平成 23 年 12 月に「環境未来都市」に選定された。

取組方針①低炭素・省エネルギーにおいて、再生可能エネル

ギーの大規模導入や蓄電池の活用、これらを通じた減災やエ

ネルギーの自立性の向上を掲げている。 
 
３ 横浜市環境管理計画（平成 23 年度改定） 

横浜市環境の保全及び創造に関する条例に位置づけられ

た本市の環境行政のマスタープランである。地球温暖化対策

のひとつに再生可能エネルギーの普及拡大を掲げる。 
 
４ 横浜市地球温暖化対策実行計画（平成 22 年度策定） 

地球温暖化対策推進法に基づく地方公共団体実行計画と

して、本計画を策定し、本計画は、横浜市域から発生する温

室効果ガスを 1990 年比で 2020 年度に 25％削減、2050 年

度に 80％削減することを掲げている。 
本計画は、再生可能エネルギーの飛躍的な拡大を目標のひ

とつとしており、主な取組として、ＨＥＭＳの導入促進と市

民参加型の大規模デマンドレスポンス実証実験の実施（横浜

スマートシティプロジェクト）、住宅用太陽光発電・太陽熱 
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利用システムの設置補助、一定規模以上の建築物への再生可能エネルギー導入検討報告制度の運用などを進めている。 
一方で、東日本大震災以降、我が国の温暖化対策やエネルギー対策を取り巻く環境が大きく変化していることや、適応策の推進が求められていることなどを踏

まえ、本計画の改定に取り組んでいる。 
 
 
 
 
 
５ 横浜市防災計画「震災対策編」（平成 24 年度修正） 

災害対策基本法に基づき策定が義務付けられた地域防災計画である。平成 24 年度に東日本大震災の教訓や課題、国の防災基本計画の修正などを踏まえ、全面

的な修正を行った。 
 
６ 横浜市地域福祉保健計画（第２期：平成 22 年度改定） 
  社会福祉法に基づく地域福祉の推進に関する計画で、本市では全市計画のほか全 18 行政区で計画を策定。地域福祉保健の取組を広げ、必要な人に必要な支援

が届く仕組みづくりを進めている。 
 
計画の概要 

１ 現状と課題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）横浜市域からの温室効果ガス排出量 

・本市は市域における温室効果ガスの削減に向けて様々な取組を進

めているところだが、平成 23（2011）年度速報値では、温室効果

ガス総排出量が基準年比で 18.7％増加（調整後排出係数使用）し

ている（次頁にグラフ掲載）。 

人口の 14.6％増[322 万人（1990 年度）→369 万人（2011 年
度）]や世帯数の 35.9％増[117 万世帯（1990 年度）→159 万世

帯（2011 年度）]等により、特に家庭部門の排出量が増加してい

るほか、業務部門の排出量も増加している。 
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◆主な検討の視点 
①ライフスタイルの転換と再生可能エネルギー等の普及拡大 
②国の温室効果ガス削減目標の見直しを踏まえた本市の削減目標の検討 
③地球温暖化による影響に対する「適応策」の推進 

◆改定スケジュール 
・H25.4.月 本市審議会に諮問し、実行計画部会を設置 
・H25.5 月以降部会を３回開催（今後２回程度開催予定） 
・H25 年度末 新実行計画公表 
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２ 成果指標・成果目標 

 成果指標 目標 
① 導入した太陽光発電設備による発電量 平成 27 年度末までに 211,500kWh （整備完了後の平成 28 年度以降 335,000kWh/年） 
② 特別避難場所における再生可能エネルギー設備等の普及率 平成 27 年度末に 10％ 
③ 二酸化炭素削減効果 平成 27 年度末までに 117.7t-CO2  （整備完了後の平成 28 年度以降 183.7t-CO2/年） 
④ 再エネ設備等を導入した特別避難場所の受入可能要援護者数 平成 27 年度末に 1,720 人 

 
３ 基金事業計画 

（１）目的・概要 

東日本大震災において 1,600 人を超える高齢者等の災害弱者の方々が、一度は助かったものの震災関連死としてその後の避難等の過程で亡くなったことから、

高齢者や障害者等の災害時要援護者対策の一層の強化が求められており、小中学校等の一次避難所での避難生活への適応が難しい要援護者の避難場所である福祉

避難所（本市では「特別避難場所」と呼ぶ。）の運用改善が急務である。 
災害対策基本法改正案（H25.4.12 閣議決定）において、住民等の円滑かつ安全な避難の確保のために“避難行動要支援者名簿の作成等”という項目が新設され

るなど、平素から地域住民も要援護者対策に参画できるよう法改正も進んでいる。 
そこで、特別避難場所（福祉避難所）に「太陽光発電設備」、「蓄電池」及び「高効率照明」を設置し、災害時に安定した特別避難場所として機能する環境を整

備することで、再生可能エネルギーの導入を拡大するとともに、平常時から災害に備えた「自助・共助」による地域での支えあいの取組の促進を図る。 
 
（２）事業執行の方針 

 “エネルギー（地球温暖化対策実行計画）と防災（防災計画）と福祉（地域福祉保健計画）”という分野を横断して相乗効果を得られる取組として進めていく。 

 

（２）横浜市における防災・減災対策の重要性・緊急性 

・30 年以内に震度６弱以上の揺れに襲われる確率は 71％※と主要都市では４位と非常に高い。

※『今後の地震動ハザード評価に関する検討』（H24.12 月 地震調査研究推進本部地震調査委員会）より 

・本市は 370 万人の市民を抱える我が国最大の基礎自治体である（うち要援護者は 13 万人）。

・年間来街者数はみなとみらい地区だけで約 6,700 万人にのぼる。 
・東日本大震災によって本市においても震災関連死※が発生（停電による酸素吸入装置の停止）。

※『東日本大震災における震災関連死に関する報告』（H24.8.21 復興庁）より 

防災・減災対策の緊急性は極めて高く、また横浜

市域で被災者となる可能性がある者の「絶対数」

は他の自治体・地域と比べて非常に多いため重要

性も高い。 

（３）本市公共施設における節電・省エネ対策 

・東日本大震災以降、本市も大規模な電力需要家の責務として、より一層の節電・省エネの取

組を推進している。推進にあたっては、「市民サービスと市内経済の活力の維持」、「市民生

活の安全・安心の確保」及び「公共施設のより一層の省エネの推進」の観点から取り組んで

いる。 

平成 24 年度の電力使用量は平成 22 年度比▲７％※１

とできる限りの抑制に努めているが、電力料金は平

成 23 年度比＋20.9％※２と行政運営コストを圧迫し

ている（対象：本市公共施設 約 2,000 施設）。 
※１ 88.8 万 MWh→82.6 万 MWh（▲6.2 万 MWh） 
※２ 135 億円→163 億円（＋28 億円）
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（３）事業の選定方法、監理体制 

  今回設立する評価委員会にて導入機器や設置箇所等について審議していただき、計画を決定するとともに、事業終了後には評価をしていただく。 
 
（４）事業メニューの概要 

①地域資源活用詳細調査事業 
  再生可能エネルギー等導入対象施設の施設状況調査及び評価委員会の運営費 

 
  ②公共施設再生可能エネルギー等導入事業 
   導入施設：公設特別避難場所（福祉避難所）のうち、利便性や地域バランスを考慮した公共施設約 38 か所 
   導入設備：太陽光発電設備及び蓄電池（38 か所）、併せて高効率照明（36 か所）を導入 
   ※なお、特別避難場所となる社会福祉施設は、週７日開館を基本としているため売電収入は発生しないと考えている。 
 

③民間施設再生可能エネルギー等導入推進事業 
   導入施設：民設特別避難場所（福祉避難所）のうち、公募等により選定予定の５か所 
   導入設備：太陽光発電設備及び蓄電池 
 
（５）実施体制 

 
担当部署 役割 

温暖化対策統括本部調整課 
全体総括、制度設計、庁内調整、実

施施設選定、評価委員会運営 

健康福祉局（福祉保健課、地

域支援課、高齢施設課） 

制度設計、特別避難場所（福祉避難

所）に関する調整、実施施設選定、

法人調整、事業執行 
こども青少年局（障害児福祉

保健課） 
各区役所（18 区）（福祉保健課

等） 

実施施設選定、法人調整、事業執行 

 
評価委員会 

設置期間・開催時期 H25.10 月～H28.5 月、年 2 回（5・3 月予定）

所管事項・検討事項 事業計画及び実績に関する審議と評価 

委員会構成員（案） 
学識経験者、環境・エネルギー関係者、福祉・

防災関係者  

温暖化対策区局長等連絡会議 
（議長：副市長、構成員：全区局長等）

健康福祉局 

 
 
 
横浜市再生可能エネルギー

等導入推進基金事業に関す

る評価委員会 
（外部有識者会議） 

 

進捗報告 

特別避難場所連絡会等（施設関係者）

内閣官房環境モデル都市 
アドバイザリーグループ 

（外部有識者会議） 
（モデル都市取組として） 

［
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計画の成果目標 

１ 平成 27 年度末の成果指標及び設定の考え方 

 成果指標 目標設定の考え方（H28 以降通年の場合） 

① 導入した太陽光発電設備による発電量 
発電量（kWh）＝１件あたり出力（kW/件）×導入数（か所）×年間発電時間（h/年） 
＝｛（公設：5kW×19 か所＋10kW×19 か所）＋（民設：10kW×5 か所）｝×1,000h/年＝335,000kWh 

② 
特別避難場所（福祉避難所）における

再生可能エネルギー設備等の普及率 

平成 27 年度末の特別避難場所数 423 箇所（24 年度末 418 箇所） 
平成 27 年度末の特別避難場所への再エネ設備等導入数 43 箇所 
これより普及率は、43 箇所／423 箇所＝10.2％ 
太陽光発電による削減効果＝導入した太陽光発電設備による発電量（kWh）×電力の CO2 排出計数

（kg-CO2/kWh）＝①より 335,000kWh×0.464（kg-CO2/kWh）＝155.4 t-CO2/年 
③ 二酸化炭素削減効果 高効率照明による削減効果＝１件あたり削減量(kW/箇所※)×年間点灯時間(h/年)×電力の CO2 排出計数

（kg-CO2/kWh）×導入数（箇所）                   （※１か所あたり 420 ㎡とする。） 
＝470W/件×3,600h/年×0.464（kg-CO2/kWh）×36 箇所＝28.3 t-CO2/年     

④ 
再エネ設備等を導入した特別避難場所

の受入可能要援護者数 
・再エネ設備等の導入により機能強化された特別避難場所の受入可能要援護者数を指標とする。 
・１施設あたりの平均受入人数（40 人）×再エネ設備等導入予定施設数（43 箇所）＝1,720 人 

 

２ 目標達成に向けたロードマップ 

  平成 25 年度は市民の利便性等を考慮して特別避難場所（福祉避難所）を選定し、導入スケジュールを確定させるとともに一部の設計を開始する。 
  平成 26 年度に 20 か所、平成 27 年度に 23 か所に順次導入する。 
  《公設》 

 ４月 5 月 ６月 ７月 ８月 ９月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 
平成 25 年度        設計①     ８施設 

工事①     ８施設      
設計② 10 施設    工事② 10 施設      平成 26 年度 

       設計③     10 施設 
工事③     10 施設      

平成 27 年度 
設計④ 10 施設    工事④ 10 施設      

《民設》 
 ４月 5 月 ６月 ７月 ８月 ９月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 
平成 25 年度       制度検討～             周知～ 
平成 26 年度 公募～申請～交付決定～  ２施設   施工～実施報告  ２施設     
平成 27 年度 公募～申請～交付決定～  ３施設 施行～実施報告     ３施設 

 
 
 



6 

 

 
３ 事業実施後の評価方法 

  各年度の事業進捗状況や導入設備の運用状況等を評価委員会に報告し、評価委員会に審議及び評価をしていただく。 
そして、必要な助言等を受けるとともに、評価内容を翌年度の計画に反映させて事業の適切な推進を図る。 

 

４ 再生可能エネルギー等導入以外で、達成しようとする効果 

特別避難場所（福祉避難所）の機能強化により避難生活に対する不安感が軽減されることや、自助の取組支援が促進されることも事業効果と考えている。 
 
５ 成果指標及び参考指標の年度別推移 

 

 

H26 H27 

項目 H25 前年度設置

に係る分 

当該年度設

置に係る分
合計 

前年度以前

設置に係る分

当該年度設

置に係る分 
合計 

合計 

《参考》 

H28 以降 

年間指標 

施設数（か所）【参考指標】 0 0 20 20 20 23 43 43 同左 

導入した再生可能エネルギー等によ

る発電量 （ｋWｈ） 
0 0 25,600 25,600 155,000 30,900 185,900 211,500 335,000 

特別避難場所における再生可能エ

ネルギー設備等の普及率 （％） 

0 

(0/417) 

0 

(0/420) 

4.8 

（20/420） 

4.8 

（20/420） 

4.7 

（20/423） 

5.4 

（23/423） 

10.2 

（43/423） 

10.2 

（43/423） 
同左 

二酸化炭素削減効果 （ｔ-CO2) 

（上段：PV、下段：LED） 
0 0 

11.9 

2.8 

11.9 

2.8 

71.9 

14.0 

14.3 

2.8 

86.2 

16.8 

98.1 

19.6 

155.4 

28.3 

蓄電池容量 （ｋWｈ）【参考指標】 0 0 120 120 120 138 258 258 同左 

再エネ設備等を導入した特別避難

場所の受入可能要援護者数（人） 
0 0 800 800 800 920 1,720 1,720 同左 



再生可能エネルギー等導入推進基金事業計画書（全体計画書）

（事業計画の概要）

計画の名称 横浜市再生可能エネルギー等導入推進基金

価格根拠、導入容量の考え方

■価格根拠の考え方

・平成25年7月時点メーカー見積から作成 （単位：円）

基本工事費 基本工事費

B C E F G H I J[B+C+E+F+G+H+I] K[J*1.05] L[J+K] M [L*M]

A社 ﾘﾝ酸鉄ﾘﾁｳﾑ 5.6 kWh 3,667,000 873,000 5 kW 3,099,000 2,093,000 2,433,000 2,000,000 500,000 14,665,000 733,250 15,398,250 80% 12,318,600

A社 ﾘﾝ酸鉄ﾘﾁｳﾑ 11.2 kWh 7,334,000 873,000 5 kW 3,223,000 2,093,000 3,380,800 2,000,000 500,000 19,403,800 970,190 20,373,990 80% 16,299,192

B社 ｺﾊﾞﾙﾄ酸ﾘﾁｳﾑ 6.4 kWh 4,600,000 5 kW 7,267,200 2,390,000 2,000,000 500,000 16,757,200 837,860 17,595,060 80% 14,076,048

B社 ｺﾊﾞﾙﾄ酸ﾘﾁｳﾑ 6.4 kWh 4,600,000 10 kW 10,039,200 2,920,000 2,000,000 500,000 20,059,200 1,002,960 21,062,160 80% 16,849,728

C社 ｺﾊﾞﾙﾄ酸ﾘﾁｳﾑ 15 kWh 7,700,000 1,380,000 11 kW 11,963,000 2,177,200 3,000,000 900,000 27,120,200 1,356,010 28,476,210 80% 22,780,968

調整後想定事業費　（H26）

P[(G+H+I)/A*1/2] Q[(G+H+I)/D*1/2] R[(N+P)*1.05] S[(O+Q)*1.05] M T[R*M] U[S*M] V

A社 ﾘﾝ酸鉄ﾘﾁｳﾑ 5.6 kWh 5 kW 440,446 493,300 1,313,719 1,608,285 80% 1,050,975 1,286,628 1,050,975

A社 ﾘﾝ酸鉄ﾘﾁｳﾑ 11.2 kWh 5 kW 262,536 588,080 1,045,069 1,733,844 80% 836,055 1,387,075 836,055

B社 ｺﾊﾞﾙﾄ酸ﾘﾁｳﾑ 6.4 kWh 5 kW 382,031 489,000 1,155,820 2,039,562 80% 924,656 1,631,650 1,455,625

B社 ｺﾊﾞﾙﾄ酸ﾘﾁｳﾑ 6.4 kWh 10 kW 423,438 271,000 1,199,297 1,338,666 80% 959,438 1,070,933 1,488,750

C社 ｺﾊﾞﾙﾄ酸ﾘﾁｳﾑ 15 kWh 11 kW 130,000 177,273 772,100 1,535,883 80% 617,680 1,228,706 1,072,533

調整後想定事業費　（H27）

【補足】

W X[R*W] Y[S*W] Z

75% 985,289 1,206,214 985,289

75% 783,802 1,300,383 783,802

75% 866,865 1,529,672 1,364,648

75% 899,473 1,004,000 1,395,703

75% 579,075 1,151,912 1,005,500

◇太陽光５kW＋蓄電池６kWh （発電想定量：15kWh/日） ◇太陽光１０kW＋蓄電池６kWh （発電想定量：30kWh/日）

表-①

表-②

N[(B+C)/A]A O[(E+F)/D]D

小計

表-① 事業者の見積り等から作成

諸経費・電設工事費・設計費等

718,750

本体発電量・価格

太陽光発電設備

蓄電池 kWhあたり設置費用

蓄電池
kWhあたり

(参考)蓄電池
10年kWhあたり

太陽光
kWあたり

リン酸鉄リチウムイオン電池とコバルト酸リチウムイオン電池は、稼動予定年数に差があり
一概に比較できないため、本体及び基本工事費（N）を調整し、10年間のコストを算出した。

表-②

消費税率

調整率
(M・W)

見積額と落札額の差や、技術開発の進展による低価格化などを考慮した値。
年度ごとの費用計算に当たり、26年度は調整率80%、27年度は調整率75%として計算した。

表-①から、蓄電池・太陽光発電パネルのkWh・kWあたりの設置費用を算出

5%として計算 （表-①のK、表-②のR・Sで使用）

(参考)蓄電池10年kWh
あたり(V・Z)

調整率

太陽光
kWあたり

蓄電池
kWhあたり

太陽光
kWあたり

調整率蓄電池
kWhあたり

太陽光
kWあたり

蓄電池
kWhあたり

732,768

(参考)蓄電池
10年kWhあたり

合計（消費税5%込）

718,750

605,333

1,038,400

1,063,200

1,453,440

1,003,920

1,285,473

810,714

太陽光 kWあたり設置費用

本体及び基本工事費

蓄電池

本体容量・価格

A D

調整後
想定事業費

諸経費 電設工事費等 設計費 合計 調整率
消費税

(5%)

使用備品
消費電力

(W)
使用時間
（回数）

台数
消費合計

kWh
使用時間
（回数）

台数
消費合計

kWh
ノートＰＣ 40 7 2 0.56 2 1 0.08
プリンター 10 7 1 0.07 1 1 0.01

テレビ 170 7 1 1.19 3 1 0.51
電気ポット(湯沸） 300 4 2 2.4 1 1 0.3
電気ポット(保温） 35 7 2 0.49 4 1 0.14

携帯電話 5 3 60 0.9 － － －
冷蔵庫 40 7 1 0.28 17 1 0.68

LED照明① 21 － － － 5 6 0.63
LED照明② 21 － － － 9 6 1.134
人工呼吸器 100 7 2 1.4 3 1 0.3
痰吸引器 100 7 2 1.4 3 1 0.3

合計 8.69 4.084
総合計 12.774

昼間 夜間

使用備品
消費電力

(W)
使用時間
（回数）

台数
消費合計

kWh
使用時間
（回数）

台数
消費合計

kWh
ノートＰＣ 40 7 2 0.56 2 1 0.08
プリンター 10 7 1 0.07 1 1 0.01

テレビ 170 7 1 1.19 3 1 0.51
電気ポット(湯沸） 300 4 4 4.8 1 1 0.3
電気ポット(保温） 35 7 4 0.98 4 1 0.14

携帯電話 5 3 200 3 － － －
冷蔵庫 40 7 1 0.28 17 1 0.68

LED照明① 21 － － － 5 6 0.63
LED照明② 21 － － － 9 6 1.134
人工呼吸器 100 7 4 2.8 3 1 0.3
痰吸引器 100 7 4 2.8 3 1 0.3

乾電池充電器 2 7 200 2.8 － － －
合計 19.28 4.084

総合計 23.364

昼間 夜間

現時点で導入を検討している容量は
・PV５kW＋蓄電池６kWh程度
・PV１０kW＋蓄電池６kWh程度
よって、表-②の網掛け部分の想定事
業費で試算することとする。



（基金事業の内容） （単位：千円）

H25: 導入施設の基礎調査 H25: 委託料一式：3,000千円

H26: － H26: －

H27: － H27: －

H25: 評価委員会の運営費 H25:
謝金：14,000円×3人×2回/年
飲料：100円×3人×2回/年

H26: 評価委員会の運営費 H26:
謝金：14,000円×3人×2回/年
飲料：100円×3人×2回/年

H27: 評価委員会の運営費 H27:
謝金：14,000円×3人×2回/年
飲料：100円×3人×2回/年

H25: 事業実施に係る事務経費 H25:
職員旅費：1,000円×2人×25回
事務費：4,000円

H26: 事業実施に係る事務経費 H26:
職員旅費：1,000円×2人×25回
事務費：4,000円

H27: 事業実施に係る事務経費 H27:
職員旅費：1,000円×2人×25回
事務費：4,000円

※適宜、行を追加する。

合 計 3,4171391393,139

16254 54 54

再生可能エネルギー等導入推進基金事業計画書（全体計画書）

（１）地域資源活用詳細調査事業

事業番号
事業実施時期

備考
Ｈ２５

事業内容

-                                 3,000

合計金額事業費の算出根拠
Ｈ２６ Ｈ２７

85 85 85 255

-                                 3,000



（基金事業の内容）

種別 価格 容量 個数 種別 価格 容量 個数 種別 価格 容量 個数 種別 価格 容量 個数 箇所数
箇所あたり単

価
発電量
(kWh)

二酸化炭
素削減量
（t-CO2)

合計金額 箇所数
箇所あたり単

価
発電量
(kWh)

二酸化炭
素削減量
（t-CO2)

合計金額 箇所数
箇所あたり単

価
発電量
(kWh)

二酸化炭
素削減量
（t-CO2)

合計金額 箇所数
発電量
(kWh)

二酸化炭
素削減量
（t-CO2)

合計金額

横浜市 直轄 社会福祉施設 太陽光 6,433 5 1
リチウム蓄電

池
5,885 6 1 その他 950 1式 4 1,445 0 0 5,781 9 13,269 8,000 5.1 113,637 9 12,499 54,100 33.5 112,488 18 62,100 38.6 231,906

横浜市 直轄 社会福祉施設 太陽光 10,709 10 1
リチウム蓄電

池
6,140 6 1 その他 950 1式 4 1,445 0 0 5,781 9 17,800 16,000 8.8 154,417 9 16,747 108,200 58.6 150,720 18 124,200 67.4 310,917

横浜市 直轄 社会福祉施設 太陽光 6,433 5 1
リチウム蓄電

池
5,885 6 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 11,549 400 0.2 11,549 1 400 0.2 11,549

横浜市 直轄 社会福祉施設 太陽光 10,709 10 1
リチウム蓄電

池
6,140 6 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 15,797 800 0.4 15,797 1 800 0.4 15,797

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

30 4 24 4 0 0 0 0 8 11,561 18 24,000 13.9 268,054 20 163,500 92.7 290,554 38 187,500 106.6 570,169

※適宜、行を追加する。

実施
方法

事業内容②（蓄電池） 事業内容③（未利用エネルギー）
事業内容①

（再生可能エネルギー発電設備）

備考（単価根拠）

平成２５年度 平成２６年度 合計

再生可能エネルギー等導入推進基金事業計画書（全体計画書）

実施主体 施設区分

(単位：千円）

（２）公共施設再生可能エネルギー等導入事業

平成２７年度事業内容④（その他）

合計

ＬＥＤ照明導入

平成25年度は設計のみ実施予定



（基金事業の内容）

種別 価格 容量 個数 種別 価格 容量 個数 種別 価格 容量 個数 種別 価格 容量 個数 箇所数
箇所あたり単

価
発電量
(kWh)

二酸化炭
素削減量
（t-CO2)

合計金額 箇所数
箇所あたり単

価
発電量
(kWh)

二酸化炭
素削減量
（t-CO2)

合計金額 箇所数
箇所あたり単

価
発電量
(kWh)

二酸化炭
素削減量
（t-CO2)

合計金額 箇所数
発電量
(kWh)

二酸化炭
素削減量
（t-CO2)

合計金額

社会福祉法人 補助 社会福祉施設 太陽光 10,709 10 1
リチウム蓄電

池
5,757 6 1 0 0 0 0 0 2 5,489 1,600 0.74 10,977 3 5,146 22,400 10.39 15,437 5 24,000 11 26,414

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

10 1 6 1 0 0 0 0 0 0 2 1,600 0.7 10,977 3 22,400 10.4 15,437 5 24,000 11.1 26,414

※適宜、行を追加する。

平成２５年度 平成２６年度

再生可能エネルギー等導入推進基金事業計画書（全体計画書）

(単位：千円）

平成２７年度 合計

（３）民間施設再生可能エネルギー等導入推進事業

実施主体
実施
方法

施設区分

事業内容①
（再生可能エネルギー発電設備）

事業内容②（蓄電池） 事業内容③（未利用エネルギー） 事業内容④（その他）

備考（単価根拠）

合計



 
（基金の運用計画）                                              (単位：千円) 

運用益繰入予定額 
事業区分 基金の保有区分 基金保管額 

H25 H26 H27 合計 

金融機関への預金 600,000 50 686 247 983 

      
再生可能エネルギー等

導入推進事業 
      

合計  600,000 50 686 247 983 

※本表は基金の保有区分ごとに記載すること 
※基金の保有区分は実施要領第５の２で定める「基金の運用方法」を参考に記載すること 
※運用益繰入予定額は保有区分ごとの利率を参考に見込み額を記載すること 
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